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男女共同参画社会とは

「男女が、社会の対等な構成員として、自らの意思によって社会のあらゆる分野における活動に参画する機会が
確保され、もって男女が均等に政治的、経済的、社会的及び文化的利益を享受することができ、かつ、共に責任
を担うべき社会」（男女共同参画社会基本法第2条）

内閣府男女共同参画局ホームページより



我が国においては、日本国憲法に個人の尊重と法の下の平等がうたわれ、男女平等の実現に向けた

様々な取組が、国際社会における取組とも連動しつつ、着実に進められてきたが、なお一層の努力が必要

とされている。

一方、少子高齢化の進展、国内経済活動の成熟化等我が国の社会経済情勢の急速な変化に対応してい

く上で、男女が、互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個性と能力を

十分に発揮することができる男女共同参画社会の実現は、緊要な課題となっている。

このような状況にかんがみ、男女共同参画社会の実現を二十一世紀の我が国社会を決定する最重要課

題と位置付け、社会のあらゆる分野において、男女共同参画社会の形成の促進に関する施策の推進を

図っていくことが重要である。

ここに、男女共同参画社会の形成についての基本理念を明らかにしてその方向を示し、将来に向かって

国、地方公共団体及び国民の男女共同参画社会の形成に関する取組を総合的かつ計画的に推進するた

め、この法律を制定する。

3

前 文

男女共同参画社会基本法の体系



基本法では、男女共同参画社会を実現するための５本の柱（基本理念）を掲げています
基本理念

男女の人権の尊重
（第３条）

社会における制度又は
慣行についての配慮

（第４条）

政策等の立案及び
決定への共同参画

（第５条）

家庭生活における活動
と他の活動の両立

（第６条）

国際的協調
（ 第 ７ 条 ）

男女の個人としての尊厳を重んじ、男女の差別をなくし、男性も女性もひとりの人間として能

力を発揮する機会を確保する必要があります。

固定的な役割分担意識にとらわれず、男女が様々な活動ができるように社会の制度や慣行

の在り方を考える必要があります。

男女が社会の対等なパートナーとして、あらゆる分野において方針の決定に参画できる機

会を確保する必要があります。

男女が対等な家族の構成員として、互いに協力し、社会の支援も受け、家族としての役割を

果たしながら、仕事や学習、地域活動等ができるようにする必要があります。

男女共同参画づくりのために、国際社会と共に歩むことも大切です。他の国々や国際機関

と相互に協力して取り組む必要があります。
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男女共同参画社会基本法の体系
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国・地方公共団体及び国民の役割

〇基本理念に基づき、男女共同
参画基本計画を策定

〇積極的改善措置を含む男女共
同参画社会づくりのための施
策を総合的に策定・実施

〇基本理念に基づき、男女共同
参画社会づくりのための施策
を策定・実施

〇地域の特性を活かした施策の
展開

〇基本理念に基づく、男女共同
参画社会づくりへの協力

国の責務
地方公共団体の

責務
国民の責務
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男女共同参画社会基本法の体系

（都道府県男女共同参画計画等）

第14条 都道府県は、男女共同参画基本計画を勘案して、当該都道府県の区域における男女共同参画社会の形成の促進

に関する施策についての基本的な計画（以下「都道府県男女共同参画計画」という。）を定めなければならない。

２（略）

３ 市町村は、男女共同参画基本計画及び都道府県男女共同参画計画を勘案して、当該市町村の区域における男女共同

参画社会の形成の促進に関する施策についての基本的な計画（以下「市町村男女共同参画計画」という。）を定める

ように努めなければならない。

４（略）

男女共同参画計画の策定 （都道府県、市町村関連）



男女共同参画について（概略）
～策定の意義～

資料提供：新潟県知事政策局政策課男女平等・共同参画推進室
（令和４年６月７日開催・男女共同参画行政職員基礎研修会資料から抜粋）



■市町村において男女共同参画計画を策定する意義

・住民の生活に密着した市町村行政においてこそ、地域の特性に応じて具体的に目標を

設定し、男女共同参画社会の形成のための取組を主体的に進めていくことが可能とな

る。

・男女共同参画計画を策定することは、あらゆる分野に男女共同参画の視点を反映させ

つつ、地域づくりを進めていくという意思を、庁内外に対して明らかにすることでも

ある。

・男女共同参画社会形成の促進に関する施策は、広範多岐にわたっており、特定の部署

のみで対応することは困難であり、各般の行政領域にまたがる施策を、整合性をもっ

て効果的に推進するためには、計画という手法が効果を持つ。

１９市１町が計画策定
（R4.4.1現在）

市町村の男女共同参画計画＜策定の意義＞

出典：「市町村計画策定の手引き」（内閣府男女共同参画局）
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(1) 的確な現状認識

事前に地域の男女共同参画をめぐる実態を的確に把握した上で、住民の意見を計画に反映

させていくことが必要。実態把握を通じて地域の現状を総合的に認識できる。

(2) 具体的な目標と実現手段の明確化

施策の実施時期、目標値、実現手段を明確にすることにより、着実な施策の推進が図られ

る。住民に対しても、市町村としての取組姿勢や具体的目標、進捗状況が明らかになる。

(3) 計画策定を通じた合意形成

関連づけられなかった分野に男女共同参画の視点が当てられる契機となるほか、職員が男

女共同参画についての認識を深める機会となり、庁内で男女共同参画社会の形成促進施策へ

の理解と合意が得られることにつながる。

また、策定過程に住民が参画することにより、住民の意識改革にもつながる。

(4) 着実な実施の担保

いつまでに何をするのか対外的に明示することにより、担当部局・関係部局はその実現に

責任を持つこととなる。進捗状況や事後の達成度も問われ、取組状況が評価の対象になると

ともに、次のステップへの手がかりにもなる。

市町村の男女共同参画計画＜策定の意義＞
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女性活躍推進法及び配偶者暴力防止法
に関する法律の概要



自らの意思によって職業生活を営み、又は営もうとする女性の個性と能力が十分に
発揮されることが一層重要。このため、以下を基本原則として、女性の職業生活にお
ける活躍を推進し、豊かで活力ある社会の実現を図る。

◆女性に対する採用、昇進等の機会の積極的な提供及びその活用と、性別による固定的役割分担

等を反映した職場慣行が女性の職業生活における活躍に対して及ぼす影響に配慮すること

◆職業生活と家庭生活との両立を図るために必要な環境の整備により、職業生活と家庭生活との

円滑かつ継続的な両立を可能にすること

◆女性の職業生活と家庭生活との両立に関し、本人の意思が尊重されるべきこと

● 国は、女性の職業生活における活躍の推進に関する基本方針を策定（閣議決定）

● 地方公共団体（都道府県、市町村）は、上記基本方針等を勘案して、当該区域内におけ

る女性の職業生活における活躍についての推進計画を策定（努力義務）

基本方針等の策定

※内閣府資料より抜粋

女性の職業生活における活躍の推進に関する法律
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目的等



配偶者からの暴力は、犯罪となる行為も含む重大な人権侵害である。被害者は、多く
の場合女性であり、経済的自立が困難である女性に対して配偶者が暴力を加えることは、
個人の尊厳を害し、男女平等の実現の妨げとなっている。このような状況を改善し、人
権の擁護と男女平等の実現を図るためには、配偶者からの暴力を防止し、被害者を保護
するための施策を講ずることが必要。

◆配偶者からの暴力に係る通報、相談、保護、自立支援等の体制を整備することにより、配偶者
からの暴力の防止及び被害者の保護を図ること

●国は、配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等のための施策に関する基本的な方針
を策定。（令和2年3月改正）

●都道府県は、基本方針に即して基本計画を定めなければならない。新潟県は、平成18年3
月「新潟県配偶者暴力防止・被害者支援基本計画」を策定。（令和3年3月改定）

●市町村は、基本方針に即し、かつ都道府県が定める基本計画を勘案して、基本計画を定め
るよう努めなければならない（努力義務）。

基本方針等の策定

配偶者からの暴力の防止及び被害者の保護等に関する法律
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目的等
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国の
男女共同参画計画（概略）

計画期間：R3～R7
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新潟県の
男女共同参画計画（概略）

計画期間：R4～R8

資料提供：新潟県知事政策局政策企画課男女平等・共同参画推進室
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１ 男女の人権の尊重 ４ 家庭生活とその他の活動の両立
２ 男女の社会活動を自由に選択できる社会制度や慣行 ５ 生涯にわたる性と生殖に関する健康と権利の尊重
３ 政策・方針の立案及び決定への共同参画 ６ 国際社会の動きと協調

六つの基本理念

男女が互いの人権を尊重しながら、性別にかかわりなく、その個性と能力を発揮できる男女平等社会の実現
に向けて、基本的な考え、県・県民・事業者の責務、県の施策の基本となる事項を定めています。

●男女平等社会づくりを進めるための施策を総合的に策定・実施します。
●県民の皆さん、事業者の皆さん、市町村および国と連携して、男女平等社会づくりに取り組みます。

◯職場、学校、地域、家庭その他のあらゆる場で、積極的に男女平等社会づくりを進めていきましょう。
◯県が実施する男女平等社会づくりへの協力をお願いします。

●自らの事業活動の中で、積極的に男女平等社会づくりに努めましょう。
●県が実施する男女平等社会づくりへの協力をお願いします。

県・県民・事業者の責務

県は ････

県民は ････

事業者は････

① 基本的計画の策定と公表 ⑤ 市町村との協力、県民等の活動への支援
② 広報、啓発活動等 ⑥ 県の附属機関委員の男女構成の均衡
③ 男女平等意識を育む教育の推進 ⑦ 性別による差別的な取扱いなどについての相談、施策
④ 産業分野での男女の能力の発揮、適正な評価の に対する苦情への適切な対応
ための環境の整備 ⑧ 新潟県男女平等社会推進審議会の設置

施策の基本となる事項

差別的取扱いの禁止等 公衆に表示する情報の留意

新潟県男女平等社会の形成の推進に関する条例
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計画の趣旨

計画の目標

計画の期間

男女が互いにその人権を尊重しつつ責任も分かち合い、性別にかかわりなく、その個
性と能力を十分に発揮することができる男女平等社会の実現に向け、幅広い分野に
わたる施策を、総合的、計画的に推進するための計画

令和４年度から令和８年度までの５年間

男女が共に参画し、多様な生き方が選択できる社会の実現に向けて

第４次新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）

ポイント ○ 国の第５次男女共同参画基本計画で課題とされている「若い女性の大都市圏
への流出」について、当県においても深刻な人口減少の要因の一つと捉え、
女性が能力を発揮して働き続ける環境の整備や女性の活躍に向けた意識改革
を積極的に進めるため、「女性の県内定着、Ｕ・Ｉターンのための環境整備」を
新たな重点目標として加えた。

○ 新型コロナウイルス感染症拡大の影響により顕在化した女性への深刻な影響
（雇用や所得への影響、家事や育児等の負担増、自殺者の増加など）は、平時
において男女共同参画が進んでいなかったことが根底にあると指摘されており、
様々な困難を抱える女性に対する支援を更に進めていくこととした。
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基本目標Ⅰ

男女平等を推進する
社会づくり

重

点

目

標

１ 男女平等意識の浸透

２ 男女平等の視点に立った社会制度・慣行等の見直し

３ 男女平等の視点に立った教育・学習の充実

４ 女性等に対するあらゆる暴力の根絶

５ 生涯を通じた健康づくり

６ 国際的な男女共同参画の取組の理解促進

第４次新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）

重

点

目

標

１ 政策・方針決定過程への女性の参画の拡大※

２ 女性の能力の開発・発揮※

３ 女性の県内定着、Ｕ・Ｉターンのための環境整備※

４ 雇用等の分野における男女均等な機会と待遇の確保※

５ 農林水産業、商工業等自営業における男女共同参画※

重

点

目

標

１ 男性中心型労働慣行等の見直し、及び仕事と生活の調
査（ワーク・ライフ・バランス）を可能とする就業環境の充実※

２ 男性にとっての男女共同参画の促進※

３ 子育て環境、介護体制の充実※

４ 貧困等生活上の困難に対する支援と多様性を尊重する環境
の整備※

５ 地域や防災・災害復旧分野等における男女共同参画

基本目標Ⅱ

女性が活躍できる
社会づくり

基本目標Ⅲ

男女が共に参画し、
多様な生き方が選択
できる社会づくり

注：※のある
重点目標には、
女性活躍推進
計画に該当す
る施策を含む



第４次新潟県男女共同参画計画（男女平等推進プラン）
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男女平等・参画の最近の動き

資料提供：新潟県知事政策局政策企画課男女平等・共同参画推進室



男女平等・共同参画の最近の動き
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「政治分野における男女共同参画の推進に関する法律」の改正について

改正の背景
○政治分野への女性の参画は徐々に進め
られているものの、諸外国と比べると大き
く遅れている
○男女を問わず、立候補や議員活動等を
しやすい環境整備などが必要

改正内容
○政党その他の政治団体の取組の促進
○国・地方公共団体の施策の強化
～環境整備、セクハラ・マタハラ等への
対応、実態調査、人材の育成等～

○関係機関の明示
○国・地方公共団体の責務等の強化

概 要

議員現員数 うち女性 女性割合

県 52人 6人 11.5％

市区 454人 54人 11.9％

町村 113人 17人 15.0％

◆地方議会議員に占める女性の割合

◆地方議会・地方公共団体における政治分野に係る男
女共同参画の推進に向けた取組事例集（令和３年度）

出典「女性の政治参画マップ2021」（内閣府）
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災害対応力を強化する女性の視点
～男女共同参画の視点からの防災・復興ガイドライン～

（令和２年５月 男女共同参画局）

【７つの基本方針】
１ 平常時からの男女共同参画の推進が防災・復興の基盤となる
２ 女性は防災・復興の「主体的な担い手」である
３ 災害から受ける影響やニーズの男女の違いに配慮する
４ 男女の人権を尊重して安全・安心を確保する
５ 女性の視点を入れて必要な民間との連携・協働体制を構築す
る
６ 男女共同参画担当部局・男女共同参画センターの役割を位置
付ける
７ 要配慮者への対応においても女性のニーズに配慮する

男女平等・共同参画の最近の動き

「女性が力を発揮するこれからの地域防災 ノウハウ・活用事例集」
（令和４年３月 内閣府男女共同参画局）

事例集



◆ジェンダー・ギャップ指数（GGI） 2021年 ※世界経済フォーラム「グローバル・ジェンダー・ギャップ報告書」

国名 値 総合順位 経済 教育 健康 政治

アイスランド 0.892 1 4 38 127 1

フィンランド 0.861 2 13 1 79 2

ノルウェー 0.849 3 20 33 126 3

ニュージーランド 0.840 4 27 1 106 4

スウェーデン 0.823 5 11 61 133 9

日本 0.656 120 117 92 65 147

日本のGGI（2021年 120位/156か国）、分野別
政治（0.061）147位 （国会議員の男女比、閣僚の男女比、最近50年における行政府の長の在任年数の男女比）

経済（0.604）117位 （労働参加率の男女比、同一労働における賃金の男女格差、管理的職業従事者の男女比）

健康（0.983）65位 （出生児性比、健康寿命の男女比）

教育（0.973）92位 （識字率の男女比、初等教育就学率の男女比、中等教育就学率の男女比、高等教育就学率の男女比）

男女平等・共同参画の最近の動き

24


